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資料１



１ 認可について



地域型保育事業の認可の法的位置づけ
平成２７年２月１０日付けで公布された児童福祉法において、家庭的保育事業等が従来の市町村
への届出から市町村認可へと改正されました。【施行日：平成２７年４月１日】

《改正児童福祉法》
第３４条の１５ 市町村は、家庭的保育事業等を行うことができる。
２ 国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働省令の定めるところにより、市町村長の認可
を得て、家庭的保育事業等を行うことができる。
３ 市町村長は、家庭的保育事業等に関する前項の認可の申請があったときは、次条第１項の
条例で定める基準に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準（当該認可の申請を
した者が社会福祉法人又は学校法人である場合にあっては、第４号に掲げる基準に限る。）に
よって、その申請を審査しなければならない。
（１）～（４） 略
４ 市町村長は、第２項の認可をしようとするときは、あらかじめ、市町村児童福祉審議会を設置
している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては児童の保護者その他児童福祉に
係る当事者の意見を聴かなければならない。
５～７ 略

第３４条の１６ 市町村は、家庭的保育事業等の設備及び運営について、条例で基準を定めなけれ
ばならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために
必要な保育の水準を確保するものでなければならない。
２ 略
３ 家庭的保育事業等を行う者は、第１項の基準を遵守しなければならない。
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地域型保育事業の設備及び運営基準

地域型保育事業の設備及び運営の基準（最低基準）は、「行田市家庭的保育事業等の設備及び運営に
関する基準を定める条例」において具体的に定めています。
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項 目 条 例 最低基準（主なもの） 備 考

食 事
第１５条
第１６条

・自園調理による提供
・連携施設等からの外部搬入の場合は、自園で加熱、
保存等を行う

国基準どおり

設 備 第２８条

・乳児室又はほふく室
乳児又は満２歳未満の幼児１人につき３．３㎡以上

・保育室又は遊戯室
満２歳以上の幼児１人につき１．９８㎡以上

・調理設備及び便所
・満２歳以上の幼児１人につき３．３㎡以上の広さを
有する屋外遊戯スペース（近隣の代替スペース
含む）

国基準どおり

職 員 第２９条

・保育士、嘱託医、調理員を配置する
ただし、調理業務の全部を委託する場合は、調理員
を置かないことができる
・乳児 ３人につき１人
・満１歳以上満３歳未満の幼児 ６人につき１人
・上記の合計数＋１人以上

国基準どおり

保育時間
第３０条

（第２４条
を準用）

・原則１日９時間として小規模保育事業者が定める 国基準は８時間

《小規模保育事業A型に関する主な最低基準》



認可申請のあった地域型保育事業者（１）
平成３０年４月１日事業開始予定で認可申請のあった地域型保育事業者は、次のとおりです。
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事 業 所 名 きらめきの森保育園

事 業 の 類 型 小規模保育事業A型

設 置 者 名 学校法人むさしの学園

代 表 者 理事長 伊藤貴史

事 業 所 所 在 地 行田市渡柳５６３番地３

認 可 ・ 利 用 定 員 ０歳児：３人、１歳児：６人、２歳児：１０人 合計１９人

開 所 曜 日 月～土

開 所 時 間
平 日：午前７時３０分～午後６時３０分（１１時間）
土曜日：午前７時３０分～午後４時３０分（９時間）

設 備 の 概 要
乳児質・保育室：５９．６２㎡（うち乳児室：１９．８０㎡）１室、その他（調理室、ト
イレ、事務室、多目的ホール）４０２．３８㎡
施設合計：４６２．００㎡

職 員 の 配 置
保育士：常勤４人、非常勤３人
嘱託医：１人
調理員：調理業務委託

連 携 施 設 やなぎ幼稚園



認可申請のあった地域型保育事業者（２）
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事 業 所 名 きらめきの森保育園

事 業 所 所 在 地

行田市大字渡柳５５８番１、５５８番１０の一部 やなぎ幼稚園敷地内



認可申請のあった地域型保育事業者（３）

きらめきの森保育園 平面図

1階 2階

１、２歳児用
保育部分
有効面積
39.22㎡

0歳児用
保育部分
有効面積
20.40㎡

保育室
有効面積
59.62㎡

厨房
内法
57.28㎡

調乳室
内法
2.79㎡

園児便所
・沐浴室
内法8.50㎡

多目的
ホール
52.00㎡

多目的
ホール
52.00㎡

倉
庫

事務室

園児便所
内法
10.77㎡

厨房事務室
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２ 利用定員の設定について



新制度における給付を受けるためには
施設型給付、地域型保育給付を受けるためには、教育・保育施設としての認可とは別に
市町村の「確認」を受け、「利用定員」を設定する必要があります。

「認可定員」は、施設としてのハード面、人的配置などのソフト面が法に適合している場合
に認められる定員です。

「確認」とは、対象の施設・事業が、公費（給付費）の支給対象となる施設・事業所として
の要件を備えているかを市町村が審査するものです。
原則として、認可を受けた施設であっても、市町村による確認を受けなければ給付の対
象となりません。

「利用定員」は、その地域が必要としている保育ニーズ（需要）に対して過剰な供給（保育
サービスの提供）を防ぐために、その地域の保育ニーズに合致した供給量に見合った定員
を「利用定員」として設定し、その人数に応じて公費（給付費）を支出します。
利用定員は、市町村の子ども・子育て会議等による意見を聴いた上で、市町村が定めま
す。

確認を行う際の設備・運営の基準（要件）は、市町村が条例で定めます。
また、需要と供給量を判断するための基準となるものが、市町村子ども・子育て支援事業
計画で定める「量の見込み」と「確保方策」です。

確認の基準や利用定員の必要性の判断基準は？
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確認と市町村子ども・子育て会議との関係

《行田市子ども・子育て会議条例》
（所掌事務）
第２条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事務を処理するものとする。
（１） 法第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し意見を述べること。
（２） 法第４３条第３項に規定する特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し意見を述べること。
（３） 法第６１条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画に関し意見を述べること。
（４） 本市における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項
及び当該施策の実施状況を調査審議すること。
２ 子ども・子育て会議は、前項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ども及び子育て
家庭の実情を十分に踏まえなければならない。

《子ども・子育て支援法》
（特定地域型保育事業者の確認）
第４３条 第２９条第１項の確認は、内閣府令で定めるところにより、地域型保育事業を行う者の申請
により、地域型保育の種類及び当該地域型保育の種類に係る地域型保育事業を行う事業所ごとに、
第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員を定めて、市町村長が行う。
２ （略）
３ 市町村長は、第１項の規定により特定地域型保育事業の利用定員を定めようとするときは、
あらかじめ、第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその
意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見
を聴かなければならない。
４～６ （略）
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確認と利用定員設定の手続き①

（１）給付を受けようとする施設・事業者は、「行田市特定教育・保育施設及び特定地域型
保育事業の運営に関する基準を定める条例」もしくは「行田市家庭的保育事業等の
設備及び運営に関する基準を定める条例」で定める基準を満たした上で、市へ確認の
申請を行います。

（２）確認申請があった場合、市では条例と「行田市子ども・子育て支援事業計画」に基づき
審査を行います。
・設備や職員配置などの運営について ←条例と合致しているか？
・利用定員 ←市の事業計画と照らし合わせ、必要量の利用定員か？

（３）市では、審査の後、確認申請があった施設・事業所について、給付の支給対象施設・
事業所として確認してよいか、また利用定員を定めてよいか、市の子ども・子育て会議
で意見を聴きます。

（４）子ども・子育て会議での意見及び県との協議結果に基づいて、市が利用定員の確認
を行ってこれを定めます。
なお、特定地域型保育事業者の場合は、利用定員に関する県との協議は不要です。
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県

利
用
定
員
設
定
の
県
協
議

施
設
設
置
者
・事
業
者

④確認（利用定員設定を含む。）

確
認
の
届
出

行田市
子ども・子育て

会議

受領

③承認

承認通知

②協議

様式1-1
（定員協議：確認）

〔市作成〕

・確認の２か月前までに
県へ提出

○意見聴取

・意見聴取と県協議は、並行して
実施可能
・確認の場合は会議への意見聴取
が必須（法31条）

法＝子ども・子育て支援法

④確認、確認辞退、確認取消・効力停止

○ 教育・保育施設
確認…法27条
確認の辞退…法36条
確認の取消、効力停止…法40条

※「確認の辞退」「確認の取消・効力停止」を行った
ときは公示・届出が必要

○ 地域型保育事業
確認…法29条
確認の辞退…法48条
確認の取消、効力停止…法52条

②届出

様式2
（確認等届出）
〔市作成〕

・県へ提出

市

公示

利用定員
の検討

利用定員
の設定

※

確
認
、
確
認
の
辞
退
、

確
認
の
取
消
・効
力
停
止

を
行
っ
た
際
は
、
速
や
か

に
施
設
名
、
所
在
地
等
を

公
示
・届
出

教
育
・
保
育
施
設

地
域
型
保
育
事
業

教
育
・
保
育
施
設

①確認申請

確認申請書等※
（市が定める様式）

〔施設作成〕

・「利用定員設定」又は「利用定員の変更」は県協議が
必要（定員増・定員減ともに県協議）
＊定員増：施設から市町村へ変更申請〔法32条〕
＊定員減：施設から市町村へ減少届出〔法35条〕

確認→確認申請書

確認と利用定員設定の手続き② （利用定員協議・確認等届出）
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